
事務事業数

91

施策名 健康づくりの推進
施策
コード

0408

予算額
（千円）

Ｒ４ 3,225,145 Ｒ３ 11,559,898 Ｒ２

今年度の取組

・医療機関からの相談には個別に対応し、指定基準等必要な情報提供を随時実施している。
・がん対策サポート企業数の大幅増（R3 93件→R4 535件）などもあり、より多くの企業等との
連携を図りながら、食生活改善の啓発キャンペーン、禁煙フォーラムやパネル展、生活習慣病予
防の講演会、がん予防のリーフレット作成やセミナーを実施するなど、幅広い世代へ健康づくり
の意識付けを図った。

・R4年度国の施策及び予算に関する提案・要望において、病床確保に係る整備補助金の引き上げや運
営費補助の対象拡大について要望している。
・がん検診受診率がコロナ前に比べて約13％低下していること、未だ診断すらつかない難病患者が多数
存在していること、施設や事業者において必要な受動喫煙防止対策を講じるために財政的支援が必要な
ことなどから、R5年度国の施策及び予算に関する提案・要望において、がん検診の受診率向上対策の強
化、指定難病の対象疾病の拡充、受動喫煙防止に関する助成金の対象者や助成率の拡充等を要望して
いる。（R4.5月）

主な取組

・R5年度国費要望において、補助基準額の引き
上げや、人件費を補助対象とするなどの財政措
置の充実について要望。
・「ほっかいどうヘルスサポートレストラン」
の登録促進や「北海道受動喫煙防止条例」の普
及啓発等の取組を実施。本道の喫煙率や肥満者
の割合は全国より高い状態が続いているが、減
少傾向にはある。
・在宅歯科医療連携室による相談・指導・教育
体制の充実と在宅歯科医療提供体制を構築。
・がん検診の受診促進や医療提供体制の整備等
を進め、75歳未満のがんの年齢調整死亡率は減
少傾向（H30:男99.8、女66.1→R2:男96.7、女
63.7）にある。
・難病診療連携拠点病院等を中心とした医療提
供体制整備を進め、R4.7現在、全道で21病院を
協力病院に指定。

9,770,695

現状と
課題

・感染症病床確保のため財政措置の充実を図ること
を国に要望
・麻しん風疹のワクチン接種を推奨し、感染症(疑
い)発生時には、速やかに疫学調査を実施
・健康寿命の延伸と、地域における健康格差の縮小
を図るため、道民の健康づくりの取組推進及び制度
周知に向けた企業との連携、市町村等が行う健康づ
くり事業への技術的援助や普及啓発、道民が生涯に
わたって必要な歯科保健医療サービスを利用できる
ための施策の推進
・75歳未満のがんの年齢調整死亡率の減少に向け、
関係機関や患者団体等と連携し、がん検診の受診促
進や医療提供体制の整備など本道の特性及び地域の
実情に応じたがん対策の策定・実施
・難病やウイルス性肝炎等に係る医療費助成の実
施、難病に係る医療提供体制の整備

地域保健課、感染症対策課
障がい者保健福祉課

所管課保健
福祉部

・入院を要する患者の増大に対応するため、基準病床数の確保に努めることが必要。
・R2年度のワクチン接種率（第2期）は麻しん、風しんともに国の指針に達せず、全国値よりも
低い。
・北海道のがんによる死亡率や肥満者の割合、成人喫煙率は、全国に比べ高い。

令和４年度　基本評価調書① 所管部局

連携状況

１（２）Ｃ

概ね順調総合判定SDGs

関連重点
戦略計画等

施策目標
・感染症の予防や発生時に適切に対応するための体制を整備する。
・全国に比して死亡率が高いがん対策や生活習慣病の予防など道民の生涯を通じた健康づくりを
推進し、健康寿命の延伸を目指す。

政策体系
(中項目)

安心で質の高い医療・福祉サービスの強化
政策体系
コード

創生総合戦略・強靭化計画

緊急性
優先性

前年度
二次評価

意見
- 対応状況

(R4.3時点)
-

実績と成果



<成果指標の達成状況>　⇒３つ以外の指標は、補助指標調書に記載
増加 床 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標(R5) 達成率 指標判定

目標値 94 96 96 98
実績値 94 94 94

増加 ％ R2年度 R3年度 R4年度 最終目標(R5) 達成率 指標判定
目標値 95 95 95 95
実績値 92 - -

増加 歳 Ｈ25年度 Ｈ28年度 R1年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定
目標値 延伸 延伸 延伸 延伸
実績値 71.11・74.39 71.98・73.77 71.60・75.03

【総合判定】

対応方針番号

A

二次医療圏の人口規模等を基に国が定めた配置基準による。
北海道総合計画において、感染者に適切な医療を提供する体制整備の指標として設定。

-

特定感染症予防指針において、国が示した麻しん・風しんの定期予防接種の接種率目標による。
強靱化計画において、災害時の感染症の発生・拡大防止の観点から、接種率を測る指標として設
定。

指標名②

指標名③

予防接種法に基づく予防接種
（麻しん・風疹）の接種率

-

翌年度に
向けた

対応方針

内容

①
感染症病床の確保に関しては、毎年整備計画調査を行い、医療機関の意向を随時把握・働
きかけ行うとともに、財政措置について引き続き国に要望する。

②
健康寿命の延伸と健康格差の縮小を図るため、喫煙率や肥満など健康上の課題対応を
継続、「地域連携クリティカルパス」を活用した医療連携体制の充実化。がんによる
死亡の減少等のため各種取組を総合的に推進。

③

○ A 総合判定 概ね順調連携状況
緊急性
優先性

指標判定○

指標名①

B

0408令和４年度　基本評価調書② 健康づくりの推進
施策
コード

さらなる健康寿命の延伸に向け、引き続き、食生活や運動といった生活習慣の改善やがんの早期発見・早
期治療などに取り組むとともに、こころの健康や将来を担う次世代の健康、高齢化に伴う身体機能の低下
を遅らせる取組等が重要となっている。

分析（主な取組と成果）

麻しん・風しんの定期接種は第1期・第2期の2回接種するが、第1期（生後12～24か月）接種率よりも第2期
（5歳以上7歳未満）接種率が低くなる傾向があるので、就学前の啓発が必要。
【参考】R元　第1期：93.5　第2期：91.6　　R2　第1期：99.4　第2期：91.8

健康寿命（男性・女性）(暦
年）

100.0%

設定理由
健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間である健康寿命の延伸を健康づく
り施策全般の成果を測る評価指標として設定

分析（主な取組と成果）

分析（主な取組と成果）

感染症病床の確保が進まない要因の一つに、施設要件を満たすための病床整備や運営に係る費用負担があ
げられており、基準病床数の確保のためには引き続き財政措置の充実を国に要望することが必要。

設定理由

施策名

感染症指定医療機関病床数 97.9%

設定理由



<二次政策評価>

対応方針番号

①

②

③

Ｒ５
施策の
方向性

令和４年度　基本評価調書③ 施策名

二次政策
評価への

対応

　特定健康診査受診率の向上のため、各医療保険者がそれぞれ普及啓発などに取り組んでおり、当課で
は受診勧奨ポスター及びリーフレットの作成・配布、ホームページへ受診勧奨パンフレットの掲載、イトー
ヨーカドアリオの協力及びサツドラホールディングス（株）・札幌市・全国健康保険協会・北海道労働保険
管理協会などの関係機関と連携した特定健診普及啓発イベントを開催している。また、各医療保険者が
出席する保険者協議会において各機関の取組の報告と共有を図ったところであり、次年度には具体的な
取組内容を協議することとしていることから、各機関と協力し、より効果的な特定健診の普及啓発等の取
組を進めることとしている。次年度以降は、健康づくり（歯科・たばこなど）やがん等の予防との一体的な
普及啓発に取り組み、協定企業などと連携し、さらなる周知を図っていく。
　地域連携クリティカルパスの二次医療圏の導入については、NPO法人や連携協定企業などの協力によ
り、二次医療圏域での説明会や圏域における関係者との会議、アプリ版パスの導入促進のための普及
啓発・実証実験、人材育成のための研修会の開催などに取り組んでいる。セミナーをオンライン開催とし、
対象を全道域に拡げ開催する予定。（R5.3）次年度以降についても、オンライン等を活用し、道内各地から
の研修参加の機会の確保を図る。

R4年度
二次政策

評価

【施策目標の達成状況】
総合計画に掲げる、道民一人ひとりの生涯を通じた健康づくりの推進と疾病の予防のため、がん
対策や生活習慣病の予防など道民の生涯を通じた健康づくりの推進が重要であり、総合計画の政
策目標の実現に向け、取組の一層の推進を検討すること。

健康づくりの推進
施策
コード

0408

方向性
関連する事務事業
（新規・拡充）

新型コロナウイルス感染症の病床確保料がR5.9月末まで延長に
なったことから、今後の動向を注視しつつ、感染症病床の確保
について医療機関へ働きかけを行うとともに、財政措置につい
ては引き続き国に要望する。

健康寿命の延伸と健康格差の縮小を図るため、喫煙率や肥満な
どの道民の健康課題への対応を継続、「地域連携クリティカル
パス」を活用した多職種連携の体制強化、がんによる死亡の減
少等のため各種取組を総合的に推進。健康づくり（歯科・たば
こなど）とがん、循環器病、糖尿病等の予防の普及啓発を一体
的に取り組み、協定企業などとも連携し、さらなる周知を図
る。

R5新規事
業数



【成果指標の達成状況】
増加 ％ H29年度 H30年度 R1年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値 70 70 70 70

実績値 42.1 44.1 44.2

減少 ％ H30年度 R1年度 R2年度 最終目標(R5) 達成率 指標判定
目標値 減少 減少 減少 全国平均値

実績値 99.8・66.1 95.9・62.9 96.7・63.7

維持 か所 R1年度 R2年度 R3年度 最終目標(R4) 達成率 指標判定
目標値 6 6 6 6
実績値 6 6 6

増加 圏域 R1年度 R2年度 R3年度 最終目標(R5) 達成率 指標判定
目標値 21 21 21 21
実績値 15 15 17

0408

分析（主な取組と成果）
北海道がん対策推進計画に基づき、75歳未満のがんの年齢調整死亡率の減少に向けて、関係機関や患者団
体、企業等と連携し、がん検診の受診促進や医療提供体制の整備、患者の相談支援、普及啓発や各種情報
提供等に取り組むことにより、各年度の比較において、年齢調整死亡率は減少傾向にあるが、がん検診受
診率が低調であるなどにより、目標である全国平均値（R2:男85.6、女54.9）までには至っていない。

在宅歯科医療連携室設置数 100.0% A

補助指標名③

補助指標名①

令和４年度　補助指標調書① 施策名 健康づくりの推進
施策
コード

補助指標名②

分析（主な取組と成果）
専門医の不足や基幹病院がないことから導入が進まない圏域がある。未導入圏域については、地域の現状
を把握しながら、引き続き導入に向けた普及啓発が必要。
また、パスの活用を容易にするためにアプリを開発したが、情報伝達が電子化された病院・施設でないと
活用できないなど、導入促進に工夫が必要。

市町村等の各保険者が受診率向上に向けた普及啓発事業を実施しており、徐々に効果が見られるものの、
本道は、人口が集中する札幌市など都市部の就業者や、気象等の影響を受けるため健康管理よりも就業機
会を優先する一次産業従事者の受診率が低い傾向にあり、受診率は全国で最も低いことから、引き続き道
民の健康意識の向上を図るための取組が必要。（全国値　R1:55.6）

特定健康診査受診率 63.1%

設定理由

分析（主な取組と成果）

受診率向上に向けた普及啓発などメタボリックシンドロームの予防対策に関する取組の成果を
測る指標として設定

D

75歳未満がん年齢調整死亡率
（男性・女性）

0.0%

設定理由 北海道がん対策推進計画に基づく総合的ながん対策の推進の成果を測る全体目標として設定。

D

在宅療養者等が歯科相談・歯科診療を受けやすく、地域の医療機関等との円滑な連携体制の構
築を図るため全６圏域の三次医療圏への設置を体制構築の成果を測る指標として設定。

脳卒中に関する医療連携体制の充実を測る指標として、全二次医療圏域（21圏域）への導入を
目標に設定。

設定理由

分析（主な取組と成果）

Ｈ30年度に連携室の運営主体を北海道歯科医師会へ移行し、当該運営に対し財政的な支援等を行い、在宅
歯科医療を推進。

設定理由

脳卒中に関する地域連携クリティ
カルパス導入二次医療圏域 81.0% C

補助指標名④



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

0401 事務 地域保健課総合調整等業務
地域保健
課

0 0 0 3.5 0.0 3.5 27,244

0402 事務 地域保健関係職員研修事業費
地域保健
課

0 7,808 7,640 0.3 6.9 7.2 63,853

0403 義務費
地域保健諸費
(保健衛生に関する事務委託事業）

地域保健
課

0 30,132 30,132 0.2 0.1 0.3 32,467

0404 事務
地域保健情報年報等に関する事
務

地域保健
課

0 0 0 0.5 7.2 7.7 59,937

0405 維持費
(保健所)維持管理費(維持管理事
務費）

地域保健
課

0 16,736 16,636 0.2 11.9 12.1 110,922

0406 維持費 (保健所)維持管理費(維持費）
地域保健
課

0 60,265 60,265 0.4 27.4 27.8 276,660

0408 一般 地域歯科保健対策事業費
地域保健
課

0 9,314 4,615 1.1 10.8 11.9 101,944

0409 一般
歯科保健対策推進事業費補助金
（歯科医師会・歯科技工士会）

地域保健
課

0 2,329 2,329 0.1 0.0 0.1 3,107

0410 一般
心身障がい者（児）歯科診療事業
費補助金

地域保健
課

0 5,536 5,536 0.1 0.0 0.1 6,314

0411 一般 離島・無医地区等巡回診療費
地域保健
課

0 4,030 2,015 0.2 0.0 0.2 5,587

0412 一般 特殊歯科保健医療推進事業費
地域保健
課

0 4,346 3,138 0.1 9.5 9.6 79,072

0413 一般 在宅歯科医療連携室整備事業費
地域保健
課

0 38,270 0 0.1 0.0 0.1 39,048

0414 一般
歯科医療従事者認知症対応力向
上研修事業費

地域保健
課

0 3,007 0 0.1 0.0 0.1 3,785

0415 一般
食・口腔機能改善専門職等養成事
業費

地域保健
課

0 2,272 0 0.2 0.0 0.2 3,829

0417 事務
北海道歯・口腔の健康づくり８０２０
推進条例

地域保健
課

0 0 0 0.6 4.0 4.6 35,806

0418 事務 歯科保健医療に関する事務
地域保健
課

0 0 0 0.5 2.7 3.2 24,909

0419 一般 北海道難病連補助金
地域保健
課

0 7,524 7,524 0.2 0.0 0.2 9,081

0420 一般
北海道難病連補助金（難病療育指
導事業）

地域保健
課

0 7,902 7,902 0.2 0.0 0.2 9,459

令和4年度　事務事業評価調書 健康づくりの推進 0408

整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
課・局
室名

令和４年度

前年度から
の繰越事業
費（千円）

事業費
（千円）

執行体制
フル
コスト

（千円）
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課員の服務、研修、道議会、予算・決算・監査、表彰、国庫支出金、政
策・事業評価、各種調査とりまとめ、文書管理及び団体との調整などの
課全般に関する庶務

保健所、市町村職員等の地域保健関係者に対し地域保健対策の理念
を踏まえた幅広い研修を実施

法、条例、規則等で道が行う各種保健衛生に関する一般住民等からの
申請等の受理等に関する事務を保健所設置市に委託し、実施する。

地域保健情報年報、公衆衛生関係表彰、行政不服審査、保健・医療・
福祉に係る総合相談、脳脊髄液減少症、局の広報・広聴に関する事務

離島における口腔衛生相談や歯科診療の実施

特殊な対応を必要とする有病者・障害者に対する歯科医療を提供する
ための歯科医師に対する研修等の実施

在宅歯科医療を推進するため、医科や介護等の他分野との連携を図る
ための窓口を設置して、道民や在宅歯科医療を必要とする要介護者・
家族等のニーズに応え、地域における在宅歯科医療の推進及び医科、
介護等の他分野との連携体制の構築を図る。

歯科医療従事者が歯科医療機関を受診した認知症患者に適切に対応
するための知識と技術を習得するための研修委託事務

歯科衛生士等が地域ケア会議において、多職種の役割やケアプランを
踏まえた適切な助言をするための研修委託事務。

保健所事業の運営管理事務、検体搬送等の試験検査運営事務、関係
機関との広域連携に係る企画・連絡調整事務

保健所機能を維持するための事務機器・検査機器・庁用什器・燃料費
等の維持管理に関する事務

乳幼児、成人、高齢者、障害者等が地域で一環した歯科保健サービス
の提供体制を整備

保健関係指導者研修及び歯科技工士研修の実施

一般の歯科診療所での治療困難な心身障害者への治療を確保するた
めの事業に対して助成

「北海道歯・口腔の健康づくり８０２０推進条例」の推進に関する事務

歯科保健医療に係る相談対応、医療体制の確保、歯科医師等の行政
処分、免許の進達・送付、行政歯科技術者職員への研修会開催に係る
事務

難病関係各団体の活動を支援し、難病患者の療養指導を行うとともに、
機関紙等の発行による難病に対する正しい知識の普及啓発事業に対し
て助成する。

難病患者やその家族に対して相談、援助を図るとともに、難病の知識の
普及啓発図るため、難病各患者会の育成指導をしている北海道難病連
に対して補助する
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0421 一般 難病センター運営費補助金
地域保健
課

0 31,623 15,812 0.2 0.0 0.2 33,180

0422 一般 難病患者等居宅生活支援事業費
地域保健
課

0 322 124 0.3 0.8 1.1 8,884

0423 一般
難病対策促進事業費（在宅酸素以
外）

地域保健
課

0 26,472 8,600 0.3 6.5 6.8 79,403

0424 一般 難病対策促進事業費
地域保健
課

0 57,093 57,093 0.3 3.3 3.6 85,115

0425 一般 医療関連業務機械化処理費
地域保健
課

0 622 622 0.2 0.0 0.2 2,179

0426 義務費
小児慢性疾病治療等給付費
（義務費）

地域保健
課

0 1,642 821 0.2 1.1 1.3 11,761

0427 一般
原爆被爆者医療給付及び措置費
（事務費）

地域保健
課

0 1,513 0 0.2 0.2 0.4 4,627

0428 一般
原爆障害者医療給付及び措置費
（委託料）

地域保健
課

0 5,240 20 0.2 0.3 0.5 9,132

0429 一般
原爆被爆者医療給付及び措置費
（扶助費）

地域保健
課

0 179,628 3,977 0.2 0.2 0.4 182,742

0430 一般 原爆被爆者対策費補助金
地域保健
課

0 1,541 1,291 0.2 0.0 0.2 3,098

0431 一般
人工腎臓装置不足地域設備整備
費補助金

地域保健
課

0 4,693 0 0.2 0.0 0.2 6,250

0432 一般
特定疾患治療研究事業等事務協
働推進事業費

地域保健
課

0 18,088 8,928 0.2 0.0 0.2 19,645

0433 義務費 特定疾患医療費
地域保健
課

0 7,004,934 3,679,644 2.6 1.3 3.9 7,035,292

【事務事業のコスト】
  特定疾患(道単独事業分）について、国庫負
担対象とするよう引き続き国に要望すること。
  道単独事業分における重症度分類の導入
については、他県の動向や協議会での議論
を踏まえた見直しを進めること。
　また、法改正により新たに難病法の実施主
体となった札幌市による必要な施策の実施を
前提に、協議会において道の単独事業廃止
を明言した上で、今後の対応について早急に
協議を進め、令和５年度当初予算に向けて、
事業のあり方について見直しを進めること。
  さらに、ウイルス性肝炎対策医療給付事業
については、国庫負担対象とするよう引き続
き要望するとともに、事業の効果、他県の状
況を踏まえ、受益者負担など制度の見直し等
による縮減を図ること。

　特定疾患（道単独事業分）については、国庫
負担の対象とするよう引き続き国に要望した
ところ。
　道単独事業分における重症度分類の導入
について、他県で新たに導入を検討している
県はないことから、引き続き他県の動向を見
据えながら検討していく。
　単独事業について、札幌市と協議を継続し
ているが、事業実施への理解が得られておら
ず、他県の単独事業の実施状況を注視し、専
門家や患者団体、札幌市等が参画している
北海道難病対策協議会において議論するな
どして、見直しを検討する。
　ウイルス性肝炎対策医療給付事業について
は、国庫負担対象とするよう引き続き要望し
ていく。
また、他県の状況を注視しつつ、患者団体や
有識者の意見を伺いながら制度の見直し等を
図っていく。

0434 義務費 小児慢性特定疾患医療費
地域保健
課

0 514,205 258,218 0.2 0.2 0.4 517,319

原爆被爆者の健康管理及び疾病の早期発見を目的とした健康診断を
実施するとともに、原爆症患者等に不安を解消し、生活の安定を図るた
め諸手当を支給する。(事務費）

原爆被爆者の健康管理及び疾病の早期発見を目的とした健康診断を
実施するとともに、原爆症患者等に不安を解消し、生活の安定を図るた
め諸手当を支給する。（委託料）

原爆被爆者の健康管理及び疾病の早期発見を目的とした健康診断を
実施するとともに、原爆症患者等に不安を解消し、生活の安定を図るた
め諸手当を支給する。（扶助費)

被爆者及びその家族への援護対策の推進、その他必要な援助を行い、
もってその健康保持と福祉の向上を図る事業に対し助成する。

透析医療の地域格差を解消するため、人工腎臓装置不足地域における
人工腎臓装置整備事業に対し助成する。

難病患者等の居宅における療養生活を支援することにより、福祉の向
上を図る。

在宅医療の促進や在宅難病者に対する療養支援の充実など、保健・医
療・福祉の連携による総合的な難病対策の促進を図る。

在宅医療の促進や在宅難病者に対する療養支援の充実など、保健・医
療・福祉の連携による総合的な難病対策の促進を図る。

特定疾患治療研究事業等や自立支援医療給付事業に係る医療費関連
業務について、パソコンによるオンラインシステムを導入し、事務の迅速
化（受給者証等の早期交付）・効率化を図り、保健所機能の強化を図
る。

医学の専門家から構成される協議会を設置する。また、小児慢性特定
疾患児手帳の交付により、対象疾患に罹患している児童の健康状態が
急変した場合等、緊急の事態に適切な対応を図る。

難病患者と家族の生活・医療等に関する相談、指導及び難病に関する
知識の普及と研修等を行う難病センターの運営費に対して助成する。

公共サービスの質の向上と行政運営の効率化、地域経済の活性化に
寄与するために、特定疾患治療研究事業等の事務の一部を民間に開
放する。

原因が不明で治療方法が未確立ないわゆる難病のうち、特定の疾患に
ついて治療研究（医療費助成）を行い、治療方法の確立、普及を図る。

小児慢性疾患のうち特定の疾患に罹患している児童に対して治療研究
（医療給付等）を行い、その医療の確立と普及を図るなど
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0435 事務

医療機関等との医療費公費負担
に係る委託契約・指導に関する事
務及び石綿健康被害救済制度の
受付けに関する事務

地域保健
課

0 0 0 0.8 0.0 0.8 6,227

0436 一般 衛生活動推進費補助金
地域保健
課

0 5,040 5,040 0.2 0.0 0.2 6,597

【事務事業のコスト】
道からの補助金等が事業費の２分の１を超え
る状況であるが、道が主体的、政策的に関
わっていることについては理解する。今後に
おいても道との関係性及び活動にあたっての
内容、予算等の精査に努めること。

今後も効果的な事業運営を図るため、必要に
応じて団体と協議の場を設け、団体の自立化
の推進に努めていく。

0437 義務費 栄養改善指導費
地域保健
課

0 6,075 0 0.3 13.9 14.2 116,608

0438 一般 国民健康・栄養等調査費
地域保健
課

0 2,947 0 0.2 0.5 0.7 8,396 ③
改善（取組

分析）
改善

0439 一般
栄養改善普及事業費補助金（調理
師・栄養士研修等）

地域保健
課

0 2,379 2,379 0.1 0.0 0.1 3,157 ③
改善（取組

分析）
改善

0440 一般 栄養関係人材育成事業費
地域保健
課

0 1,191 1,191 0.2 4.6 4.8 38,554 ③
改善（取組

分析）
改善

0441 一般 道民の健康づくり推進事業費
地域保健
課

0 4,268 3,365 1.0 19.6 20.6 164,618 ③
改善（取組

分析）
改善

0442 事務 シックハウス対策費
地域保健
課

0 835 0 0.2 0.3 0.5 4,727

0443 一般 がん診療施設設備整備費補助金
地域保健
課

0 80,800 70,000 0.8 0.0 0.8 87,027 ②
改善（取組

分析）
改善

0444 一般
がん診療連携拠点病院機能強化
事業費補助金

地域保健
課

0 105,400 52,700 1.3 0.1 1.4 116,298 ②
改善（取組

分析）
改善

0445 一般 健康増進事業費補助金
地域保健
課

0 153,046 62,148 0.3 2.1 2.4 171,728 ②
改善（指標

分析）
【施策目標の達成状況・事務事業の有効性】
※基本評価調書③ <二次政策評価>参照

改善

0446 一般 脳卒中等医療連携体制推進事業
地域保健
課

0 1,614 807 0.5 20.2 20.7 162,743 ②
改善（指標

分析）
【施策目標の達成状況・事務事業の有効性】
※基本評価調書③ <二次政策評価>参照

改善

0447 義務費 がん対策等推進事業費
地域保健
課

0 28,063 24,835 3.1 1.7 4.8 65,426

0448 一般 北海道がん対策推進計画費
地域保健
課

0 586 586 1.5 0.1 1.6 13,040 ②
改善（取組

分析）
改善

調理師法及び栄養士法の規定に基づく免許交付等事務及び養成施設
指導、及び　健康増進法に基づく専門的栄養指導、特定給食施設指導
等

健康増進法に基づく国民の健康・栄養調査（国庫委託事業）

北海道栄養士会、北海道全調理師会が実施する研修事業への補助事
業

道民の健康づくりを推進するための人材育成事業

健康増進法に基づき、道が策定した「北海道健康増進計画」の普及啓
発事業

医療機関・調剤薬局等との特定疾患等医療費公費負担制度に係る委
託契約の締結やその指導に関する事務及び国で行う石綿健康被害に
係る認定の申請及び救済給付の請求に係る受付業務

北海道公衆衛生協会が実施する公衆衛生従事者の資質向上と公衆衛
生思想の普及啓発事業に対する補助事業。

医療従事者の資質向上、がん登録の推進、がん検診受診促進等を目
的とする事業。

道が策定した「北海道がん対策推進計画」の進捗管理に関する事務

　特定健康診査受診率の向上のため、各医
療保険者がそれぞれ普及啓発などに取り組
んでおり、当課では受診勧奨ポスター及び
リーフレットの作成・配布、ホームページへ受
診勧奨パンフレットの掲載、イトーヨーカドアリ
オの協力及びサツドラホールディングス（株）・
札幌市・全国健康保険協会・北海道労働保険
管理協会などの関係機関と連携した特定健
診普及啓発イベントを開催している。
　また、各医療保険者が出席する保険者協議
会において各機関の取組の報告と共有を
図ったところであり、次年度には具体的な取
組内容を協議することとしていることから、各
機関と協力し、より効果的な特定健診の普及
啓発等の取組を進めることとしている。次年
度以降は、健康づくり（歯科・たばこなど）やが
ん等の予防との一体的な普及啓発に取り組
み、協定企業などと連携し、さらなる周知を
図っていく。

シックハウス症候群や化学物質過敏症の検査・普及啓発活動

公的医療機関等を地域の中心的な医療機関として、当該住民のがん診
療施設の確保を図るとともに、地域の医療機関相互の密接な連携と機
能分担の促進、医療資源の効率的活用を図り、もって地域の医療水準
の向上に資することを目的とする。

国が指定する「がん診療連携拠点病院」が実施する、がん対策に関する
各種事業に支援

健康増進法に基づき市町村が実施する各種保健事業に要する費用へ
の補助

脳卒中・急性心筋梗塞・糖尿病の医療連携の推進、医療計画に基づく
医療機関名の公表、特定健診・特定保健指導事業の推進、糖尿病対策
推進会議、総医協循環器疾患対策小委員会に関する事務
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0449 一般 栄養成分表示等に関すること
地域保健
課

0 0 0 0.5 4.2 4.7 36,585 ②
改善（取組

分析）
改善

0450 事務 市町村保健師に関すること
地域保健
課

0 0 0 0.3 13.8 14.1 109,754

0451 一般
難病患者等地域支援対策推進事
業

地域保健
課

0 1,004 502 0.2 0.3 0.5 4,896

0452 一般
地域連携クリティカルパス活用事
業

地域保健
課

0 8,641 0 0.5 0.0 0.5 12,533 ②
改善（指標

分析）
【施策目標の達成状況・事務事業の有効性】
※基本評価調書③ <二次政策評価>参照

改善

地域連携クリティカルパスの二次医療圏の導
入については、NPO法人や連携協定企業な
どの協力により、二次医療圏域での説明会や
圏域における関係者との会議、アプリ版パス
の導入促進のための普及啓発・実証実験、人
材育成のための研修会の開催などに取り組
んでいる。セミナーをオンライン開催とし、対
象を全道域に拡げ開催する予定。（R5.3）次
年度以降についても、オンライン等を活用し、
道内各地からの研修参加の機会の確保を図
る。

0453 一般 がん患者就労支援事業費
地域保健
課

0 720 360 0.4 0.0 0.4 3,834 ②
改善（取組

分析）
改善

0454 一般 調理師就業届出受理業務事業
地域保健
課

0 1,879 1,879 0.3 0.0 0.3 4,214 ②
改善（取組

分析）
改善

0455 一般 受動喫煙防止対策等推進事業
地域保健
課

0 7,902 3,951 2.0 4.0 6.0 54,606 ②
改善（取組

分析）
改善

0456 一般 健康づくり道民調査事業
地域保健
課

0 5,379 0 0.2 0.0 0.2 6,936 ②
改善（取組

分析）
終了

0457 一般
保健所健康危機管理体制強化事
業

地域保健
課

0 49,903 0 9.8 0.0 9.8 126,186

0458 維持費
衛生研究所維持運営費【感染症対
策課から移行】

地域保健
課

0 291,959 163,608 0.5 11.0 11.5 381,475

0459 一般
衛生研究所試験研究費【感染症対
策課から移行】

地域保健
課

0 26,912 6,220 1.5 47.0 48.5 404,436

0460 一般
救急医療体制確保事業（歯科医師
会）

地域保健
課

0 2,472 2,472 0.1 0.0 0.1 3,250

0461 一般
休日夜間診療確保対策事業費補
助金（歯科医師会）

地域保健
課

0 4,090 4,090 0.1 0.0 0.1 4,868

0701 義務費 結核対策費
感染症対
策課

20,219 10,462 0.1 13.0 13.1 122,189

0702 義務費
結核予防対策費（結核診査協議
会）（義務費）

感染症対
策課

18,333 18,333 0.2 5.2 5.4 60,367

0703 維持費
結核対策費
(維持費）

感染症対
策課

1,460 1,460 0.1 2.6 2.7 22,477

結核に係る登録、各種検診や訪問指導に係る事務

結核に係る登録、各種検診や訪問指導に係る事務（義務的経費）

保健所に整備しているエックス線自動車の維持管理に要する経費及び放射線
診療従事者の放射線被爆料の測定に係る委託事務

栄養成分表示等について、関係業者へ基準等の周知徹底を図るととも
に、道民へ適切な栄養や運動に関する情報を発信・提供

市町村保健師の活動領域調査及び研修事業事務

難病対策地域協議会及び慢性疾病児童等地域支援協議会を設置し、
地域の実情・課題の分析及び解決に向けた検討、地域支援ネットワーク
の構築について協議する

救急医療に関する研修会等の開催及び調査検討事業の実施や、夜間
診療未実施地域の体制確立及び複数実施体制の促進に係る経費への
補助

休日又は夜間における救急歯科医療提供体制を確保するため、北海道
歯科医師会が行う郡市区歯科医師会の休日夜間歯科診療事業の運営
経費を一部負担する事業への補助

保健所の健康危機管理体制の効率化を図るため、保健所業務の一部
を委託化

衛生研究所を運営するために必要とする最小限の経費

道立衛生研究所における調査研究及び機能強化を実施

道民が発症から在宅療養までの切れ目のない医療サービスを受けるこ
とができるよう「地域連携クリティカルパス」を活用した医療連携体制を
構築し、在宅医療を効果的に推進する。

がんになっても安心して暮らせる社会を構築し、がん患者とその家族の
精神的・心理的・社会的苦痛を和らげるため、がん患者等が社会生活を
営む上での不安又は負担の軽減のために必要な支援として、企業にお
ける職場環境の整備へ向けた研修会を開催。

調理師法の規定に基づく就業調理師の届出受理・集計等に関する事務
（隔年実施）

「北海道受動喫煙防止条例」に基づく基本計画である「北海道受動喫煙
防止対策推進プラン」の具体的な施策等として、受動喫煙防止対策に関
する普及啓発や事業者等への調査などの施策を実施する。

北海道健康増進計画「すこやか北海道２１」の最終評価及び次期計画
の策定にあたっての基礎資料を得るため、健康づくり道民調査を実施す
る。
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0704 義務費 結核予防費補助金
感染症対
策課

5,730 5,730 0.1 2.6 2.7 26,747

0705 一般 結核対策特別促進事業費
感染症対
策課

4,233 510 0.1 2.6 2.7 25,250

0706 事務 結核医療施行事務費
感染症対
策課

934 934 0.1 2.6 2.7 21,951

0707 義務費 結核医療施行事務費（義務費）
感染症対
策課

401 401 0.1 0.0 0.1 1,179

0708 義務費 結核医療費
感染症対
策課

43,242 12,178 0.1 0.0 0.1 44,020

0709 義務費 感染症予防対策費
感染症対
策課

45,142 19,288 1.5 39.0 40.5 360,394

0710 義務費
感染症予防対策費（感染症診査協
議会）（義務費）

感染症対
策課

844 844 0.1 0.0 0.1 1,622

0711 維持費 感染症予防対策費（維持費）
感染症対
策課

1,401 673 0.1 0.0 0.1 2,179

0712 義務費 感染症予防費負担金
感染症対
策課

44,580 22,290 0.1 0.0 0.1 45,358

0713 一般
感染症危機管理体制基盤整備事
業費

感染症対
策課

480 300 1.5 4.5 6.0 47,184

0714 一般
感染症指定医療機関運営費補助
金

感染症対
策課

65,815 32,908 0.1 2.6 2.7 86,832 ①
改善（取組

分析）
改善

0715 一般 予防接種対策費
感染症対
策課

2,284 0 2.8 2.8 24,079

0716 一般 予防接種対策費（義務費）
感染症対
策課

59,165 19,273 2.8 2.8 80,960

0717 一般
結核・感染症サーベイランス対策
費

感染症対
策課

12,832 6,416 0.1 2.6 2.7 33,849

0718 一般 エイズ予防対策推進事業費
感染症対
策課

95,175 2,588 0.5 2.0 2.5 114,635

0719 一般 エキノコックス症対策費
感染症対
策課

3,944 2,746 0.2 2.6 2.8 25,739

0720 義務費 エキノコックス症対策費（義務費）
感染症対
策課

411 206 0.2 2.6 2.8 22,206

0721 一般 肝炎対策推進事業費
感染症対
策課

7,734 3,867 0.5 7.8 8.3 72,341

感染症の発生及び流行を阻止するため諸対策を行う事務（義務的経費）

結核予防に係る健康診断に係る事務

結核患者に対する服薬指導及び結核予防対策の充実に係る事務

結核医療を適正に施行するための協議会運営や病状調査に係る事務

結核医療を適正に施行するための協議会運営や病状調査に係る事務（義務的
経費）

結核の公費負担に係る医療費の事務

感染症の発生及び流行を阻止するため諸対策を行う事務

感染症の発生及流行防止に要する経費及び患者発生時の移送に用いる搬送
車の維持管理の経費

感染症法に基づき市町村が支弁する感染症予防対策事業の費用負担事務

感染症予防の措置及び医療機関、市町村等関係機関との連絡体制整備、新型
ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ･鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞに関する対策の実施、各種協議会等に関する事務、ア
レルギー疾患に関する情報提供等

第一種及び第二種感染症指定医療機関の施設・設備整備や運営経費を補助
する事務

感染症法に基づき、医療機関から一～五類感染症等の発生情報を収集し、分
析、還元により蔓延を防止する事務

エイズに対する医療体制の整備及び診療向上に関する調査研究の委
託事務等

感染症流行予測、予防接種副反応調査の実施事務及び市町村実施の予防接
種健康被害救済事業の費用負担事務

感染症流行予測、予防接種副反応調査の実施事務及び市町村実施の予防接
種健康被害救済事業の費用負担事務（義務的経費）

エキノコックス症に関する予防、健康診断、媒介動物対策及び調査研究
等に関する事務

エキノコックス症に関する予防、健康診断、媒介動物対策及び調査研究
等に関する事務

肝炎検査の普及啓発及び無料検査により早期発見を推進し、また、肝
疾患に係る診療体制の整備を図る。
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0722 義務費 感染症医療費
感染症対
策課

820,704 206,313 0.1 0.0 0.1 821,482

0723 一般 風しん感染予防費
感染症対
策課

2,139 1,070 0.1 5.2 5.3 43,394

0724 義務費 保健所体制整備推進事業費
感染症対
策課

1,854,505 850,472 3.7 3.7 1,883,306

0944 事務
精神保健医療の推進に関する事
務

障がい者
保健福祉
課

0 0 0 3.5 5.0 8.5 66,164

0945 一般 高次脳機能障害者支援事業費
障がい者
保健福祉
課

0 11,950 5,975 0.3 0.5 0.8 18,177

0946 一般 精神保健啓発事業費補助金
障がい者
保健福祉
課

0 2,257 2,104 0.2 0.0 0.2 3,814

0947 一般 ひきこもり対策推進事業費
障がい者
保健福祉
課

0 4,647 2,324 0.1 0.1 0.2 6,204

0948 一般 地域自殺予防対策等推進事業費
障がい者
保健福祉
課

0 2,354 1,178 0.3 1.0 1.3 12,473

0949 一般 地域自殺対策強化事業費
障がい者
保健福祉
課

0 65,311 4,200 0.3 2.6 2.9 87,885

0950 一般 ギャンブル等依存症対策事業費
障がい者
保健福祉
課

0 2,986 1,493 0.7 0.0 0.7 8,435

0951 一般 こころの健康ＳＮＳ相談事業費
障がい者
保健福祉
課

0 23,933 0 0.3 0.0 0.3 26,268

0 3,225,145 1,236,536 21.0 106.7 127.7計

保健所が、地域の健康危機管理の拠点として、感染症の長期化により
増大するリスクにも対応できるよう、人員確保・人材育成・設備整備等に
より、体制の維持を図る。

感染症法に基づき、感染症指定医療機関等における医療に要する費用
等を負担する事務

先天性風しん症候群の予防等のため、予防接種が必要である風しん感
受性者を効率的に抽出するための抗体検査を実施する。

北海道精神保健福祉審議会、精神科病院等の整備・指導監督、精神医
療審査会、精神障害者保健福祉手帳、精神保健指定医の指定、精神保
健福祉統計等に関する事務

高次脳機能障害者に対する支援体制を構築するため、会議、人材の育
成等を行う。

精神保健福祉の普及啓発や患者・家族に対する相談・指導等を行う団
体に対し費用を補助する事業

ひきこもり状態にある本人や家族を支援するための体制を整備する。

国庫補助事業により「地域自殺予防情報センター」を設置し、また、各地
域が連携を図りながら地域ネットワークの構築や地域の実情に応じた取
組等を実施する。

自殺対策推進のための事業を実施する。

ギャンブル等依存症対策推進計画の策定及びギャンブル等依存症にか
かる道民への正しい知識の普及啓発のための事業を実施する。

新型コロナウイルス感染症の影響による自殺リスクの高まりを踏まえ、
ＳＮＳを活用した相談事業を実施する。


